
◎日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律 
（令和六年四月二四日法律第二〇号）   

一、 提案理由（令和六年四月二日・衆議院総務委員会） 

○松本国務大臣 日本電信電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律案につき

まして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 近年における日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株

式会社を取り巻く社会経済情勢の変化に鑑み、これらの会社について、電気通信技術に

関する研究に係る責務を廃止するとともに、商号の変更を可能とするほか、日本の国籍

を有しない人が取締役又は監査役に就くことを禁止する規制を緩和する等の措置を講ず

る必要がございます。 

 次に、法律案の内容について、その概要を御説明申し上げます。 

 第一に、日本電信電話株式会社等の電気通信技術に関する研究の推進及びその成果の

普及の責務を廃止することとしております。 

 第二に、日本電信電話株式会社等がそれぞれその商号の変更をできるようにすること

としております。 

 第三に、日本の国籍を有しない人が日本電信電話株式会社等の代表取締役に就任する

こと及び取締役又は監査役の三分の一以上を占めることを禁止するとともに、それらの

取締役及び監査役の選任及び解任の決議について総務大臣の認可を不要とすることとし

ております。 

 第四に、日本電信電話株式会社の剰余金の処分の決議について、総務大臣の認可を不

要とすることとしております。 

 第五に、政府は、日本電信電話株式会社等に係る制度の在り方について検討を加え、

その結果に基づいて、令和七年に開会される国会の常会を目途として、必要な措置を講

ずるための法律案を国会に提出することとしております。 

 以上のほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 なお、この法律は、公布の日の翌日から施行することとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及び内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同を賜りますようお願い申し上げます。 

二、衆議院総務委員長報告（令和六年四月五日） 

○古屋範子君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、近年における社会経済情勢の変化に鑑み、日本電信電話株式会社等について、

電気通信技術に関する研究に係る責務を廃止するとともに、商号の変更を可能とするほ

か、日本の国籍を有しない人が取締役又は監査役に就くことを禁止する規制を緩和する

等の措置を講じようとするものであります。 

 本案は、去る四月一日本委員会に付託され、翌二日松本総務大臣から趣旨の説明を聴



取し、昨四日、質疑を行い、これを終局しました。次いで、討論を行い、採決いたしま

したところ、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月四日） 

 政府及び日本電信電話株式会社は、本法の施行に当たり、次の各項の実施に努めるべ

きである。 

一 日本電信電話株式会社は、本法による改正後においても、引き続き「電気通信の基

盤となる電気通信技術に関する研究を行うこと」がその業務の一つとされていること

及びこれまで同社等が電気通信技術に関する研究において果たしてきた役割を踏まえ、

その事業を営むこと。また、政府は、同社等が行う研究の重要性に十分留意すること。 

二 政府は、我が国の電気通信技術に関する研究開発が産学官全体で推進されるよう、

財政的支援の拡充も含め必要な措置を講ずること。 

三 政府は、本法により日本電信電話株式会社等において外国人の役員への就任が一定

の割合まで可能となることから、その事業運営によって我が国の重要な基盤である通

信インフラ・国民生活が守られていること及び我が国の経済安全保障への影響につい

て、適時、適切に検証を行うこと。 

四 政府は、本法附則第四条の規定に基づく検討に当たっては、ユニバーサルサービス

の確保、公正な競争の促進及び電気通信事業に係る安全保障の確保等の観点から慎重

に検討を行うとともに、国民生活への影響も大きいものであることから、広く意見を

聴取し、国民の理解が得られるよう検討の過程及びその結果について十分に説明を行

うこと。 

三、参議院総務委員長報告（令和六年四月一七日） 

○新妻秀規君 ただいま議題となりました法律案につきまして、総務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、近年における日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び西日

本電信電話株式会社を取り巻く社会経済情勢の変化に鑑み、これらの会社について、電

気通信技術に関する研究に係る責務を廃止するとともに、商号の変更を可能とするほか、

日本の国籍を有しない人が取締役又は監査役に就くことを禁止する規制を緩和する等の

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、本法律案提出の経緯と今後の検討の方向性、ＮＴＴの研究に

係る責務を廃止する趣旨、電話のユニバーサルサービス確保の在り方、ＮＴＴの外資規

制等の見直しによる経済安全保障上の課題等について質疑が行われました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して伊藤岳委員より反対

する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決



定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月一六日） 

 政府及び日本電信電話株式会社は、本法施行に当たり、次の事項についてその実現に

努めるべきである。 

一、日本電信電話株式会社は、本法による改正後においても、引き続き「電気通信の基

盤となる電気通信技術に関する研究を行うこと」がその業務の一つとされていること

及びこれまで同社等が電気通信技術に関する研究において果たしてきた役割を踏まえ、

その事業を営むこと。 

  また、政府は、同社等が行う研究の重要性に十分留意すること。 

二、政府は、我が国の電気通信技術に関する研究開発が産学官全体で推進されるよう、

電気通信分野の研究開発に対する財政的支援の一層の拡充も含め必要な措置を講ずる

こと。 

三、政府は、本法により日本電信電話株式会社等において外国人の役員への就任が一定

割合まで可能となることを踏まえ、その事業運営による我が国の重要な基盤である通

信インフラ、国民生活及び我が国の経済安全保障への影響について、適時、適切に検

証を行うこと。 

四、政府は、本法附則第四条の規定に基づく検討に当たっては、技術の進展を踏まえ、

国民生活の利便性の向上を目的としたユニバーサルサービスの見直し、地域の活性化

を踏まえた公正な競争の促進及び電気通信事業に係る安全保障の確保等に向け、慎重

に検討を行うこと。また、国民生活への影響も大きいものであることに鑑み、幅広く

意見を聴取し、国民の理解が得られるよう検討の過程及びその結果について十分に説

明を行うこと。 

  右決議する。 


